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供給側

35％程度
（統合比率：0.47→0.69）

50％程度

（注1）各項目の数字は、平成23年基準（新統合比率）における名目値ベースでのシェアを表す。

供給側

35％程度
（統合比率：0.42→0.51）

30％台前半

家計消費 民間企業設備

（注2）平成17年基準（旧統合比率）でのシェアは以下のとおり。

家計消費 供給側 30％程度 民間企業設備 供給側 35％程度
需要側 30％程度 需要側 50％程度
共通 40％程度 共通 15％程度
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需要側

15％程度
（統合比率：

0.53→0.31）

需要側

30％台前半
（統合比率：0.58→0.49）
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今回の見直しによる供給側・需要側推計値のシェア
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民間企業設備における提供データとSNA部
会資料のデータの違いについて

• 今回の統合比率の推計に用いたデータ（提供データ）のうち系列Yに
相当するものは、民間企業設備からソフトウェア、R&D、対家計民間
非営利団体設備投資を控除したものである。当該系列のカバレッジ
は、供給側推計値S、需要側推計値Dに対応したものとなっている。

• SNA部会の資料に掲載された乖離幅の値及びグラフは、公表されて
いる系列と同じレベルで推計結果のパフォーマンスを見るため、上
記の推計に用いた諸計数に控除した各項目（いずれも年次推計値
ベース）を加えて民間企業設備とした計数を使用している。
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家計消費における提供データとSNA部会資
料の説明の違いについて

• 今回の統合比率の推計に用いたデータ（提供データ）Y, D, Sには、ご
指摘のとおり、いずれも共通推計項目が含まれている。

• SNA部会の資料の記述は、「共通推計項目については、QE系列を再
現せず、年次推計値を用いている」ということを意味している。

• 共通推計項目を含めても、 Y＝α・D+（１－α）・Sの式の両辺から相殺
されるため、αの推計にあたっての問題はない。
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